
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Empowered JAPAN 緊急ウェブセミナー 

Empowered JAPAN 実行委員会はテレワークをはじめとする働き方改革や学び直しを通した「いつでもどこでも誰でも、働き、学べる

世の中へ」をコンセプトに、2018 年に発足しました。東京圏および地方都市におけるテレワーク啓蒙イベントをはじめ、多くの自治体や

協力会社と共に企業・個人向けテレワーク研修を実施してきました。この度のコロナウイルス感染拡大と 2020 年 2 月 25 日の政府基

本方針に含まれた「テレワーク推奨」の呼びかけを受け、全国の組織や個人がテレワークを早期に実施するため、実践的な情報をお伝

えするための緊急ウェブセミナーを 2020 年 3 月 17 日より連続的に無料開催しています。 

 

カテゴリ：IT ツール、環境 

開催日時：2020 年 5 月 15 日 

講師： 

株式会社オービックビジネスコンサルタント 

マーケティング部 課長代理 

野村 静洋氏 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2007 年、株式会社オービックビジネスコンサ

ルタントへ入社。 

入社から 4 年間を大阪にて営業職として勤

務。その後 2011 年 4 月より東京本社のマ

ーケティング本部へ異動。 

製品企画チームにて新製品やサービスの企

画業務に従事。 

近年は、OBC が提供するクラウドサービスを

活用した基幹業務の新しい業務スタイルを

中堅・中小企業へ浸透させるべく、 

全国各所でセミナー登壇を行っている。 

 

 

 

テレワーク緊急対策！奉行クラウドで実現する 

経理・総務部門のテレワーク対応手法 

「昼は食事前に走りに行って汗をかき、土日は PC を開かないにしています。テレワークはオン

とオフの切り替えが難しく、自分でコントロールしなければと感じているからです」 

 自らのテレワーク状況を笑顔で語る野村氏。氏が所属するオービックビジネスコンサルタント

（OBC）は、中堅・中小企業向けの導入実績 No.1 となる基幹業務システム「奉行シリーズ」

を開発・販売しております。マーケティング部に所属する野村氏は、緊急事態宣言が継続されて

いる 5 月現在、OBC では管理者以外はテレワークを実践していると明かします。経理や総務

人事などの管理部門も例外ではありません。 

 

 現在、同社は基幹業務システムのクラウド版である「奉行クラウド」の開発と販売に注力して

おり、顧客企業の管理部門が在宅勤務をするサポートを推進中です。自社の管理部門でも実

践することで、どの部門でもテレワークが実現可能だと証明していると言えます。 

「COVID19 という危機に直面し、各企業は安全配慮義務を果たすためにテレワークで対応して

いるのが現状です。しかし、テレワーク導入の投資効果は現在に限ったものではありません。将

来の危機に備えた事業継続計画（BCP）や働き方改革の実現にもつながります。多様な働

き方ができることは人事面でのアピールポイントにもなるでしょう」（野村氏） 
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しかし、書類や証憑のやりとりが中心で、個人情報のデータ入力も多い

経理・総務部門は在宅勤務がしにくいのが現実です。野村氏は、こうした

管理部門の在宅勤務を可能とするためには、押さえるべきポイントがあると

指摘します。 

「重要なのが、在宅でも会社の PC と同じ操作性で業務ができることで

す。システムの使い勝手が変わったら生産性が落ちてしまいます。また、自

宅のネットワークから会社のソフトウェアやデータを使えて、しかも情報漏洩

のリスクを回避できるセキュリティ対策が必要です。ただし、これらを自社だ

けでやろうとすると膨大な時間とコストがかかります」（野村氏） 

 

  

野村氏によれば、最も安全かつ低コストな方法はクラウド化された基幹業務システムを導入すること。OBC が提供しているサービスが奉

行クラウドです。専用のハードウェアやネットワークは不要で、Microsoft Azure で管理することにより世界トップレベルのセキュリティ環境を

確保しています。「奉行クラウドの最大の特徴が会社の PC と同じように業務できることです。Web ブラウザで操作するクラウドサービスに

は様々な制限がありますが、アプリケーションをダウンロードする奉行クラウドならば操作性は変わりません。高速・大量入力にも対応でき

ます」（野村氏） 

では、実際に管理部門をテレワーク化するためにはどんな課題があり、奉行クラウドはどのように対応しているのでしょうか。 

まずは経理部門。野村氏は大きく 3 つの課題を指摘します。領収書などの原始証憑（紙）がないと仕訳入力ができない、伝票がな

いと承認ができない、税理士への相談や確認依頼が難しい、という 3 点です。「奉行クラウドならば、データ化した領収書を画面で見な

がら内容を仕訳入力できますし、伝票は承認画面で簡単に承認可能です。また、税理士の先生とはリアルタイムでデータを共有できま

す」（野村氏） 

野村氏は、奉行クラウドを使った実際の経理業務を 4 つのステップで説明しました。まず、会社にいる責任者が領収書や請求書をス

キャンしてドラッグ＆ドロップ。在宅勤務している担当者に共有します。「デジタル化した証憑をメール添付するやり方では抜け漏れが必ず

発生します。奉行クラウドでは共有された証憑の数が通知されるので起票漏れの心配はありません」（野村氏） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次に、仕訳入力です。画面上で証憑を確認しながら入力し、承認プロセスもクラウド上で行えます。そして、3 つ目のステップが月次締

めと残高チェックです。「奉行クラウドなら全国の金融機関とつながることが可能で、銀行残高の帳簿残高のチェックができます。残高が

不一致の場合は赤文字で画面上に表示されるため、原因追及や修正も簡単です」（野村氏） 

 最後に必要なのが税理士によるデータチェック。奉行クラウドは「専門家ライスセンス」を標準で 1 つ付与しているため、税理士を無料

で招待できます。リアルタイムでデータを共有でき、質問や相談は画面上で付箋にコメントをつけておくこともできます。 

「オプションにはなりますが、奉行クラウドは電子帳簿保存法スキャナ保存にも完全対応しています。これを活用すれば、原票は捨てるこ

とができます」（野村氏） 

 

野村氏は、総務人事部門の給与計算業務のテレワーク化も同様に奉行クラウドで対応可能だと説明します。特に気になるのが個人

情報の取り扱いです。奉行クラウドは、権限設定によって利用できるメニューを制限できるため、個人情報は管理者が入力し、計算に必

要な情報のみ在宅勤務している担当者が入力することも可能です。もちろん、社会保険労務士などへの専門家ライセンスも付与しま

す。「給与明細の電子配信は以前から広く使われています。大幅なコスト削減が可能です。従業員は過去 3 年分の給与明細を照会

することもできます」（野村氏） 

少子化による人材不足が指摘されて久しい中、縁の下の力持ちである管理部門にも生産性の向上が求められています。テレワークな

どの働き方の多様化実現と同時に、従来の業務をより効率の良い姿に変えていくことが大切なのです。 
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